
札幌臨床検査センター株式会社
第58回定時株主総会招集ご通知

〔新型コロナウイルス感染拡大にともなうお願い〕
　新型コロナウイルス感染拡大防止のため、株主総会当日の
ご来場はできるだけお控えください。
　必ずマスク着用・入口での手消毒をお願いいたします。着
用が無い場合、入場できませんのでご了承ください。
　何卒、事情をご推察の上、ご理解賜りたくお願い申し上げ
ます。
1. 議決権につきましては、極力、郵送で行使くださいます
ようお願い申し上げます。

2. 体調不良と思われる株主様の入場をお断りする場合がご
ざいます。

3. ご来場株主様へのお土産のご用意はございませんので、
予めご了承くださいますようお願い申し上げます。

日　　時　2022年６月29日（水曜日）
午前10時

場　　所　札幌市中央区北１条西11丁目１
ロイトン札幌 ２階
　「リージェントホール」

議　　案　第１号議案 剰余金処分の件
第２号議案 定款一部変更の件
第３号議案　取締役８名選任の件
第４号議案　退任取締役に対し退職慰労

金贈呈の件

　

本総会においては、新型コロナウイルス感染拡大防止のた
め開催時間を短縮する観点から、議場における報告事項お
よび議案の詳細な説明は省略させていただきます。株主様
におかれましては、事前に招集ご通知にお目通しいただけ
ますようお願い申し上げます。
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2022年６月10日

株 主 各 位
札幌市中央区北３条西18丁目２番地２

代表取締役社長 桶 谷  満

第58回定時株主総会招集ご通知

１．日 時 2022年６月29日（水曜日）午前10時
２．場 所 札幌市中央区北１条西11丁目１

ロイトン札幌　２階「リージェントホール」

３．目 的 事 項
報 告 事 項 １. 第58期（2021年４月１日から2022年３月31日まで）事業報告、連結計算書

類並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結果報告の件
２. 第58期（2021年４月１日から2022年３月31日まで）計算書類報告の件

決 議 事 項
第１号議案 剰余金処分の件
第２号議案
第３号議案
第４号議案

定款一部変更の件
取締役８名選任の件
退任取締役に対し退職慰労金贈呈の件

拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚くお礼申し上げます。
　さて、当社第58回定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご通知申し上げます。
　なお、当日のご出席に代えて、書面により議決権を行使することができます。お手数ながら後記の
株主総会参考書類をご検討の上、同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、
2022年６月28日（火曜日）午後５時30分までに到着するようご返送のほどお願い申し上げます。

敬　具
記

以　上

●当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出下さいますようお願い申し上げ
ます。また、資源節約のため、この「招集ご通知」をご持参下さいますようお願い申し上げます。
●本招集ご通知に際して提供すべき書類のうち、「連結注記表」及び「個別注記表」につきましては、法令及び
定款第15条の定めに基づき、下記の当社ホームページに掲載しておりますので、本添付書類には記載しておりま
せん。したがって、本招集ご通知の添付書類は、監査報告を作成するに際し、監査役及び会計監査人が監査をし
た対象の一部であります。
●株主総会参考書類並びに事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が生じた場合には、当社ホームページ
（https://www.saturin.co.jp）に掲載させていただきます。
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事業報告（2021年４月１日から2022年３月31日まで）

（添付書類）

１. 企業集団の現況
⑴ 当事業年度の事業の状況

① 事業の経過及び成果
　当連結会計年度におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症の影響による厳しい状況が
続く中で、段階的な経済活動の再開による持ち直しも見られましたが、新しい変異株による感染
再拡大、世界的な半導体不足、更には、ロシアによるウクライナへの軍事侵攻を発端とした世界
的な情勢不安に加え、原油価格の高騰や為替の大幅な変動による個人消費への影響など、景気の
先行きは依然として不透明な状況にあります。
　医療業界におきましては、医療費抑制政策等の社会的要請を背景に、引き続き後発医薬品の使
用拡大及びセルフメディケーションに対する取組み強化等の対応が求められるとともに、令和３
年４月の薬価改定の影響に加え、新型コロナウイルス感染症の影響もあり、更なる経営努力が求
められる事業環境となっております。
　このような状況の下、当社グループは、医療機関の多様化するニーズに応えた営業活動を展開
し、継続的な企業価値の向上を実現すべく、各事業において新規顧客の獲得等による営業基盤の
拡大と継続的な経費効率を重視した収益基盤の強化に努めてまいりました。なお、2021年5月
25日に開示しておりました株式会社エスアールエルとの合弁会社2社は3月19日から稼働してお
ります。

この結果、当連結会計年度の業績は、売上高19,109百万円（前年同期比9.2％増）、営業利益
1,537百万円（同34.6％増）、経常利益1,605百万円（同35.1％増）及び親会社株主に帰属する
当期純利益1,042百万円（同31.4％増）と売上高、利益共に過去最高となりました。

セグメントの業績は次のとおりであります。
イ　臨床検査事業

臨床検査事業におきましては、新型コロナウイルス感染症の影響により、前年同期は医療
機関による外来診療の抑制と受診する一般患者が減少する等の影響を受けましたが、当期に
おきましては、それらの影響も回復基調となるのに加え、ＰＣＲ検査の受託が大幅に増加し
たことを主因として、売上高7,442百万円（前年同期比21.3％増）と前年同期を上回りまし
た。
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事 業 区 分
第 57 期

（2021年３月期）
第 58 期

（2022年３月期） 増　　減

金 額 構 成 比 金 額 構 成 比 金 額 増 減 率

臨床検査事業 6,135百万円 35.0％ 7,442百万円 39.0％ 1,306百万円 21.3％

調剤薬局事業 10,444百万円 59.7％ 10,580百万円 55.4％ 135百万円 1.3％

医 療 機 器 販
売・保守事業 835百万円 4.8％ 983百万円 5.1％ 147百万円 17.7％

その他の事業 86百万円 0.5％ 102百万円 0.5％ 16百万円 19.0％

合 計 17,502百万円 100.0％ 19,109百万円 100.0％ 1,607百万円 9.2％

利益面につきましては、本社ビルの移転に伴い検査設備を刷新したことから、減価償却費
は増加しましたが、売上高の増加を主因にセグメント利益1,025百万円（同64.0％増）と前
年同期を大幅に上回りました。

ロ　調剤薬局事業
調剤薬局事業におきましては、薬価のマイナス改定がありましたが、新型コロナウイルス

感染症拡大により、前年同期は医療機関を受診する一般患者が減少する等の影響を受けまし
たが、当期におきましては、その影響も回復基調となり、処方箋枚数が増加したことから、
売上高10,580百万円（同1.3％増）と前年同期を上回りました。

利益面につきましては、売上が増加したことから、セグメント利益879百万円（同1.9％
増）と前年同期を上回りました。

ハ　医療機器販売・保守事業
医療機器販売・保守事業におきましては、備品及び福祉用具の販売が前年同期を上回った

ことから、売上高983百万円（同17.7％増）、セグメント利益10百万円（前年同期はセグメ
ント損失１百万円）と前年同期を上回りました。

ニ　その他の事業
臨床検査システムのソフトウェア販売及び保守の収入におきましては、売上高102百万円

（前年同期比19.0％増）、セグメント利益70百万円（同6.6％増）になりました。

事業区分別売上高
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・臨床検査事業 検査機器等 1,347百万円
・調剤薬局事業 調剤機器等 121百万円

② 設備投資の状況
当連結会計年度において実施した企業集団の設備投資総額は、1,426百万円であり、その主

なものは、次のとおりであります。

③ 資金調達の状況
該当事項はありません。

④ 事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況
該当事項はありません。

⑤ 他の会社の事業の譲受けの状況
該当事項はありません。

⑥ 吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況
該当事項はありません。

⑦ 他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況
当社は、2021年６月10日をもって、株式会社札幌ミライラボラトリーを設立し、同社の発

行済株式の60％を取得し、連結子会社といたしました。
当社は、2021年６月10日をもって、株式会社札幌メディ・キャリーを設立し、同社の発行

済株式の60％を取得し、連結子会社といたしました。
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区 分
第 55 期

(2019年３月期)

第 56 期

(2020年３月期)

第 57 期

(2021年３月期)

第 58 期
当連結会計年度
(2022年３月期)

売 上 高 17,065百万円 17,659百万円 17,502百万円 19,109百万円

経 常 利 益 813百万円 982百万円 1,188百万円 1,605百万円
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益 523百万円 528百万円 793百万円 1,042百万円

1 株 当 た り 当 期 純 利 益 152.42円 154.30円 231.85円 306.16円

総 資 産 10,677百万円 11,553百万円 14,511百万円 16,149百万円

純 資 産 7,981百万円 8,463百万円 9,272百万円 10,337万円

1 株 当 た り 純 資 産 額 2,331.49円 2,472.23円 2,708.63円 3,016.24円

⑵ 直前３事業年度の財産及び損益の状況

会 社 名 資 本 金 当 社 の 出 資 比 率 主 な 事 業 内 容

株式会社帯広臨床検査センター 20百万円 100.00％ 臨 床 検 査

アクテック株式会社 10百万円 100.00％ 医 療 機 器 販 売 ・ 保 守

株式会社札幌ミライラボラトリー 250百万円 60.00％ 臨 床 検 査

株式会社札幌メディ・キャリー 25百万円 60.00％ 臨 床 検 査

⑶ 重要な親会社及び子会社等の状況
① 親会社に関する事項

　該当事項はありません。

② 重要な子会社の状況
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⑷ 対処すべき課題
　医療業界におきましては、２年毎に診療報酬改定が実施されており、その中で当社の主要事業
である調剤薬局事業に関わる薬価改定については、毎年マイナス改定が実施されております。
　今後益々の高齢化社会の加速に伴い、医療費抑制政策が継続的に強化されることは避けられ
ず、引き続き厳しい状況が続くものと思われます。
　このような状況の下、当社グループは北海道を拠点とする地場企業として業容の拡大と安定的
な収益確保を目指していく所存であります。
　臨床検査事業につきましては、継続的な検査工程の見直し、大型設備投資による自動化及び検
査精度の向上に努め、更なる業務改革を行ってまいります。
　調剤薬局事業につきましては、マイナス基調である薬価改定、薬価差益の縮小に備え、新規出
店に積極的に取組むと共に、各種の制度変更に対して速やかな対応を図り、調剤過誤防止の徹
底、親切な応対、患者様への安心・安全の提供等、企業としての質の競争力を維持・強化してま
いります。そのための薬剤師確保は重要課題であり、積極的に募集・採用活動を進めてまいりま
す。
　医療機器販売・保守事業につきましては、環境変化に伴う医療機関のニーズに即した最新の医
療機器の情報提供を行い、顧客ニーズをしっかり捉え、医療機器等の安定供給やグループ全体の
強い顧客基盤を活かした営業活動を展開し、業容拡大に努めていく所存であります。

⑸ 主要な事業内容（2022年３月31日現在）
　当社グループは、臨床検査事業、調剤薬局事業、医療機器販売・保守事業及びその他の事業を
行っておりますが、各事業の内容は以下のとおりであります。
① 臨床検査事業
　当社、株式会社帯広臨床検査センター及び株式会社札幌ミライラボラトリーは、医療に関
する臨床検査並びに公衆衛生に関する各種検査の受託及び代行を行っております。

　株式会社札幌メディ・キャリーは、臨床検査のための検体集荷業務及び結果報告業務を行
っております。

② 調剤薬局事業
　当社は、調剤薬局の経営及び医薬品卸売・一般販売を行っております。

③ 医療機器販売・保守事業
　アクテック株式会社は、高度医療機器、一般医療機器、理化学機器及び福祉用具の販売並
びに医療機器の修理及び保守を行っております。

④ その他の事業
　当社は、臨床検査システム等のソフトウェアの開発、販売及びこれらの保守を行っており
ます。
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当　　社 本　　社 札幌市中央区北３条西18丁目２番地２
支　　店 道北支店　　　　　　　　　（旭川市）

苫小牧支店　　　　　　　　（苫小牧市）
営　業　所

調剤薬局

小樽営業所　　　　　　　　（小樽市）
岩見沢営業所　　　　　　　（岩見沢市）
道南営業所　　　　　　　　（函館市）
帯広営業所　　　　　　　　（帯広市）
釧路営業所　　　　　　　　（釧路市）
滝川営業所　　　　　　　　（滝川市）
芦別営業所　　　　　　　　（芦別市）
北見営業所　　　　　　　　（北見市）
室蘭営業所　　　　　　　　（室蘭市）
新ひだか営業所　　　　　　（新ひだか町）
千歳営業所　　　　　　　　（千歳市）
ノルデン薬局　南１条店　　（札幌市）
ノルデン薬局　南２条店　　（札幌市）
ノルデン薬局　南３条店　　（札幌市）
ノルデン薬局　南13条店　　 (札幌市）
ノルデン薬局　北６条店　　（札幌市）
ノルデン薬局　旭ヶ丘店　　（札幌市）
ノルデン薬局　円山公園店　（札幌市）
ノルデン薬局　北円山店　　（札幌市）
ノルデン薬局　札幌医大前店（札幌市）
ノルデン薬局　宮の森店　　（札幌市）
ノルデン薬局　栄町店　　　（札幌市）
ノルデン薬局　北栄店　　　（札幌市）
ノルデン薬局　新川店　　　（札幌市）
ノルデン薬局　新琴似店　　（札幌市）
ノルデン薬局　麻生店　　　（札幌市）
ノルデン薬局　発寒店　　　（札幌市）
ノルデン薬局　琴似店　　　（札幌市）
ノルデン薬局　山の手店　　（札幌市）
ノルデン薬局　五輪橋店　　（札幌市）
ノルデン薬局　藤野店　　　（札幌市）
ノルデン薬局　福住店　　　（札幌市）
ノルデン薬局　白石店　　　（札幌市）
ノルデン薬局　月寒中央店　（札幌市）
ノルデン薬局　西町店　　　（札幌市）
ノルデン薬局　宮の沢東店　（札幌市）
ノルデン薬局　山の手３条店（札幌市）
ノルデン薬局　石狩店　　　（石狩市）
ノルデン薬局　北広島店　　（北広島市）

⑹ 主要な事業所（2022年３月31日現在）
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ノルデン薬局　北広島広葉店（北広島市）
ノルデン薬局　入船店　　　（小樽市）
ノルデン薬局　小樽築港店　（小樽市）
ノルデン薬局　南小樽店　　（小樽市）
ノルデン薬局　大麻店　　　（江別市）
ノルデン薬局　北千歳店　　（千歳市）
ノルデン薬局　苫小牧店　　（苫小牧市）
ノルデン薬局　新ひだか店　（新ひだか町）
ノルデン薬局　旭川４条店　（旭川市）
ノルデン薬局　旭川東店　　（旭川市）
ノルデン薬局　旭川豊岡店　（旭川市）
ノルデン薬局　旭川春光台店（旭川市）
ノルデン薬局　旭川緑が丘店（旭川市）
ノルデン薬局　ｳｪﾙﾈｽｾﾝﾀｰ店 （旭川市）
ノルデン薬局　深川店　　　（深川市）
ノルデン薬局　富良野店　　（富良野市）
ノルデン薬局　北見店　　　（北見市）
ウェルネス薬局　湯の川店　（函館市）
ウェルネス薬局　神山店　　（函館市）
ウェルネス薬局　函館石川店（函館市）
ウェルネス薬局　亀田本町店（函館市）
ウェルネス薬局　七飯店　　（七飯町）

本　社 帯広市東２条南17丁目７番地１

本　社 札幌市豊平区美園２条３丁目２番25号

本　社 札幌市中央区北３条西１８丁目２番地２

本　社 札幌市中央区北３条西１８丁目２番地２

　子会社
株式会社帯広臨床検査センター

アクテック株式会社

株式会社札幌ミライラボラトリー

株式会社札幌メディ・キャリー

（注）１．2022年１月４日付、ノルデン薬局宮の森店を開局いたしました。
　　　２．2022年２月１日付、ノルデン薬局山の手３条店を開局いたしました。
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事　業　区　分 使　用　人　数 前連結会計年度末比増減

臨 床 検 査 事 業 528（  79）名 41名増（36名増）

調 剤 薬 局 事 業 297（  27） 14名増（　　－）

医 療 機 器 販 売 ・ 保 守 事 業 20（  －） －（　　－）

そ の 他 の 事 業 2（  －） －（　　－）

全 社 （ 共 通 ） 24（ 　2） 3名減（　　－）

合 計 871（ 108） 52名増（36名増）

使 用 人 数 前 事 業 年 度 末 比 増 減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

622（56）名 153名減（14名減） 40.6歳 11.4年

⑺ 使用人の状況（2022年３月31日現在）
① 企業集団の使用人の状況

（注） 使用人数は就業員数であり、パートは（　）内に年間の平均人員を外数で記載しております。
② 当社の使用人の状況

（注）１．使用人数は、当社から他社への出向者185名（13名）を控除して算出しております。
２．使用人数は就業員数であり、パートは（　）内に年間の平均人員を外数で記載しております。

借　入　先 借　入　額

株式会社北洋銀行 1,306百万円

株式会社北海道銀行 279百万円

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 279百万円

⑻ 主要な借入先の状況（2022年３月31日現在）
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① 発行可能株式総数 12,000,000株
② 発行済株式の総数 4,216,000株
③ 単元株式数 100株
④ 株主数 471名
⑤ 大株主（上位10名）
株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

伊 達 ア セ ッ ト マ ネ ー ジ メ ン ト 合 同 会 社 1,185,900株 35.37％
S T A T E  S T R E E T  B A N K  A N D
T R U S T  C O M P A N Y  5 0 5 2 2 4 225,000株 6.71％

株 式 会 社 Ｌ Ｓ Ｉ メ デ ィ エ ン ス 210,800株 6.29％

株 式 会 社 エ ス ア ー ル エ ル 169,700株 5.06％

株 式 会 社 北 海 道 銀 行 135,900株 4.05％

伊 達 　 忠 一 126,420株 3.77％

株 式 会 社 北 洋 銀 行 113,200株 3.38％

CIT IBANK ,  N .A .－PRIVATE  BANK 112,100株 3.34％

萬 田 　 直 紀 103,600株 3.09％
STATE STREET BANK AND TRUST
CLIENT OMNIBUS ACCOUNT OM02
5 0 5 0 0 2

96,500株 2.88％

２. 会社の現況
⑴ 株式の状況（2022年３月31日現在）

（注）１. 当社は、自己株式862,722株を保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。
２. 持株比率は自己株式を控除して計算しております。

⑥ その他株式に関する重要な事項
該当事項はありません。

⑵ 新株予約権等の状況
該当事項はありません。
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氏 名 会 社 に お け る 地 位 担当及び重要な兼職の状況

伊 達 　 忠 一 代 表 取 締 役 会 長

桶 谷 　 　 満 代 表 取 締 役 社 長 株式会社札幌ミライラボラトリー
代 表 取 締 役 社 長

伊 達 　 忠 應 取 締 役 副 社 長

桑 原 　 　 理 取 締 役 検 査 本 部 長

庄 司 　 吉 人 取 締 役 営 業 本 部 長

長 野 　 英 夫 取 締 役 営 業 本 部 道 北 支 店 長

伊 達 　 祐 子 取 締 役

越 智 　 隆 雄 取 締 役

宮 森 　 利 康 常 勤 監 査 役

金 木 　 義 昭 監 査 役 金木義昭司法書士事務所　所長

平 田 　 　 治 監 査 役 北海道ジダイ研究所　所長

⑶ 会社役員の状況
① 取締役及び監査役の状況（2022年３月31日現在）

（注）１. 取締役越智隆雄氏は、社外取締役であります。常勤監査役宮森利康氏、監査役金木義昭氏及び平田治
氏は、社外監査役であります。

２. 常勤監査役宮森利康氏は、税理士の資格を有し、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しており
ます。

３. 監査役金木義昭氏は、司法書士の資格を有し、会社法務に関する相当程度の知見を有しております。
４. 監査役平田治氏は、長年にわたる税理士事務所勤務により、財務及び会計に関する相当程度の知見を
有しております。

５. 当社は、監査役平田治氏を東京証券取引所及び札幌証券取引所の定めに基づく独立役員として指定
し、両取引所に届け出ております。
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区 分 員 数 報酬等の
総 額

報 酬 等 の 種 類 別 の 総 額

基本報酬 業績連動
報 酬 等

非金銭報
酬 等

取 締 役
（うち社外取締役）

9名
（2）

115百万円
（0）

115百万円
（0）

－
(－)

－
(－)

監 査 役
（うち社外監査役）

3名
（3）

7百万円
（7）

7百万円
（7）

－
(－)

－
(－)

合 計
(うち社外役員)

12名
（5）

122百万円
（7）

122百万円
（7）

－
(－)

－
(－)

② 取締役及び監査役の報酬等
　当事業年度に係る報酬等の総額

（注）１. 取締役の使用人分給与はありません。
２. 当事業年度末日現在の取締役は８名（うち社外取締役は１名）、監査役は３名（うち社外監査役は３
名）であります。上表には2021年６月25日開催の第57回定時株主総会終結の時をもって退任した取
締役１名を含んでおります。

３. 取締役の報酬限度額は、年額200百万円以内であります（1993年９月30日開催の第28回定時株主総
会決議）。当該株主総会終結時点の取締役の員数は、８名（うち、社外取締役は１名）です。

４. 監査役の報酬限度額は、年額50百万円以内であります（1994年12月21日開催の第30回定時株主総
会決議）。当該株主総会終結時点の監査役の員数は、３名（うち、社外監査役は３名）です。

５. 上記の報酬等の額には、当事業年度における役員退職慰労引当金の繰入額９百万円（取締役６名に対
し９百万円、監査役１名に対し０百万円）が含まれております。

③　役員報酬等の内容の決定に関する方針等
イ．役員報酬等の内容の決定に関する方針

当社は、取締役会において、取締役の個人別の報酬等の内容にかかる決定方針を決議して
おります。
また、取締役会は、当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等について、報酬等の内容の

決定方法および決定された報酬等の内容が当該決定方針と整合していることを確認してお
り、当該決定方針に沿うものであると判断しております。
取締役の個人別の報酬等の内容にかかる決定方針の内容は次のとおりです。
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１．基本方針
当社の取締役の報酬は、企業価値の持続的な向上を図るインセンティブとして十分に機
能するよう株主利益と連動した報酬体系とし、個々の取締役の報酬の決定に際しては各職
責を踏まえた適正な水準とすることを基本方針とする。
具体的には、業務執行取締役の報酬は、固定報酬としての基本報酬、業績連動報酬によ

り構成し支払うこととする。
２．基本報酬（金銭報酬）の個人別の報酬等の額の決定に関する方針（報酬等を与える時期

または条件の決定に関する方針を含む。）
当社の取締役の基本報酬は、月例の固定報酬とし、役位、職責、在任年数に応じて他社

水準、当社の業績、従業員給与の水準をも考慮しながら、総合的に勘案して決定する。
３．業績連動報酬の内容および額または数の算定方法の決定に関する方針（報酬等を与える

時期または条件の決定に関する方針を含む。）
業績連動報酬は、事業年度ごとの業績向上に対する意識を高めるため業績指標（ＫＰ

Ｉ）を反映した現金報酬とし、各事業年度の連結営業利益の目標値に対する達成度合いに
応じて算出された額を賞与として毎年、一定の時期に支給することができる。目標となる
業績指標とその値は、中期経営計画と整合するよう計画策定時に設定し、適宜、環境の変
化に応じて見直しを行うものとする。
４．基本報酬（金銭報酬）の額、業績連動報酬等の額の取締役の個人別の報酬等の額に対す

る割合の決定に関する方針
基本報酬と業績連動報酬の支給割合は、株主と経営者の利害を共有し、中長期的な企業
価値向上へ貢献するために、最も適切な支給割合となることを方針とする。
５．取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する事項

個人別の報酬額については取締役会決議にもとづき代表取締役がその具体的内容につい
て委任を受けるものとし、その権限の内容は、各取締役の基本報酬の額および各取締役の
担当事業の業績を踏まえた賞与の評価配分とする。

ロ．取締役の個人別の報酬等の内容の決定に係る委任に関する事項
取締役会は、代表取締役社長　桶谷満氏に対し各取締役の個人別の報酬等（基本報酬）の
金額の決定を委任しております。委任した理由は、当社全体の業績等を勘案しつつ各取締役
の担当部門について評価を行うには代表取締役社長が適していると判断したためでありま
す。
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④ 社外役員に関する事項
イ. 他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係
　・社外取締役木村直之氏は、中央財務税理士法人の会長であります。中央財務税理士法人と

当社との間には特別な関係はありません。
　・社外監査役金木義昭氏は、金木義昭司法書士事務所の所長であります。金木義昭司法書士
事務所と当社との間には登記の係る取引関係があります。

　・社外監査役平田治氏は、北海道ジダイ研究所の所長であります。北海道ジダイ研究所と当
社との間には特別な関係はありません。

ロ. 会社又は会社の特定関係事業者の業務執行者又は役員との親族関係
当該事項はありません。
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出 席 状 況 、 発 言 状 況 及 び
社外取締役に期待される役割に関して行った職務の概要

社外取締役　木村直之

当事業年度に開催された取締役会19回のうち5回に出席い
たしました。
主に税理士としての専門的見地から妥当性・適正性を確保
するための適宜発言を行っております。また、客観的・中
立的立場で当社の役員候補者の選定における監督機能を担
っております。

社外取締役　越智隆雄

当事業年度に開催された取締役会19回のうち11回に出席い
たしました。
主に営業業務に携わってきた専門的見地から妥当性・適正
性を確保するための適宜発言を行っております。また、客
観的・中立的立場で当社の役員候補者の選定における監督
機能を担っております。

社外監査役　宮森利康

当事業年度に開催された取締役会19回の全て、監査役会4
回の全てに出席いたしました。
取締役会に出席し、議事運営、決議内容等を監査し、必要
により意見表明を行っております。
税理士としての専門的見地から妥当性・適正性を確保する
ための適宜発言を行っております。さらに、経営会議、仕
入統括委員会等の社内の重要な会議又は委員会への出席、
稟議書、申請書および会計に係る証ひょう等の閲覧、営業
所及び調剤店舗に対する往査、内部統制部門との情報交換
等を行っております。また監査役会において、当社の内部
監査について適宜必要な発言を行っております。

社外監査役　金木義昭

当事業年度に開催された取締役会19回の全て、監査役会4
回の全てに出席いたしました。
司法書士としての専門的見地から妥当性・適正性を確保す
るための適宜発言を行っております。また監査役会におい
て、当社の内部監査について適宜必要な発言を行っており
ます。

社外監査役　平田　治

当事業年度に開催された取締役会19回の全て、監査役会4
回の全てに出席いたしました。
長年にわたる財務・経理業務の経験から適宜発言を行って
おります。また監査役会において、当社の内部監査につい
て適宜必要な発言を行っております。

ハ. 当事業年度における主な活動状況
取締役会及び監査役会への出席状況
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報 酬 等 の 額

当 事 業 年 度 に 係 る 会 計 監 査 人 の 報 酬 等 の 額 18百万円

当 社 及 び 子 会 社 が 会 計 監 査 人 に 支 払 う
べ き 金 銭 そ の 他 の 財 産 上 の 利 益 の 合 計 額 18百万円

⑷ 会計監査人の状況
① 名称　　　清明監査法人

② 報酬等の額

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の
監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会計監査
人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

　　　２．監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算出根拠等が
適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬等の額について同意の判断
をいたしました。

③ 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合
は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いたします。
　また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合
は、監査役会は監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、監査役
会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任し
た旨と解任の理由を報告いたします。
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⑸ 業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
　当社が取締役会において定めている業務の適正を確保するための体制の内容及び運用状況の概
要は次のとおりであります。

〔内部統制システムについての基本的な考え方及びその整備状況並びに運用状況〕
１. 内部統制システムについての基本的な考え方
　当社は、子会社を含め、臨床検査事業、調剤薬局事業、医療機器販売・保守事業を通じて、
「人と自然の調和を図りながら地域社会に貢献する」という経営基本方針のもと、2006年度
を初年度に、内部統制システムを構築いたしました。目標とする売上高、利益を達成し、企業
価値の向上を図るべく主要な取組みを進めていくと共に、企業価値の向上には、コンプライア
ンスの徹底とリスク管理体制の確立、更には透明で公正かつ合理的な意思決定と監督機能の強
化が不可欠であると考えております。このような考え方のもと、当社は、以下に示す体制を整
備しております。

２. 内部統制システムについての整備状況及び運用状況
（１）取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款等に適合することを確保するための体制
イ．当社グループは、取締役及び使用人が法令・定款等を遵守すると共に企業倫理を確立し、
社会的責任を果たすために「行動規範」を定め、具体的実践に取り組んでおります。
ロ．コンプライアンスを確固たるものにするため、統括する組織として「コンプライアンス委
員会」を常設し、委員会を中心として啓蒙・教育活動を推進し、企業人として適正な行動を
とるよう徹底を図っております。
ハ．反コンプライアンス行為に対しては、早期に発見し是正する目的として、内部統制体制を
強化し、内部監査計画に基づく監査を実施し、監査結果については、速やかに代表取締役及
び監査役会に報告される体制になっております。
（運用状況）

コンプライアンスを徹底するため、コンプライアンス委員会を定期開催し、コンプライア
ンスの遵守状況の確認と啓蒙を実施し、その状況を代表取締役に報告しております。

（２）取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
イ．取締役は、その職務の執行に係る以下の文書(電磁的記録を含む。以下同じ)及びその他重
要な情報を、社内規定に基づき、それぞれの担当職務に従い適切に保存し管理しておりま
す。
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（イ）株主総会議事録と関連資料
（ロ）取締役会議事録と関連資料
（ハ）経営会議議事録と関連資料
（ニ）取締役を決定者とする決定書類及び附属書類
（ホ）その他、取締役の職務の執行に関する重要な文書
ロ．上記のほか業務執行に関する重要な情報や顧客情報に関しても、「文書管理規程」等の社
内規定に基づき保管及び管理をしております。
ハ．監査役は、取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理について、関連社内規定に準拠
して実施されているかについて監査し、必要に応じて取締役会に報告しております。
（運用状況）

情報の保存管理は、文書管理規程及び関連規程に基づき、適切に保管及び管理を行い、法
令の定めに則り保存期間を設定し適切に保存しております。

（３）損失の危険の管理に関する規程その他の体制
イ．当社は、全ての業務に関するリスクを分析・評価する組織として「リスク管理委員会」を
常設しており、当社グループにおけるリスク情報の伝達・共有と初期対応を適切に行ってお
ります。また、被災等有事の際には、代表取締役を本部長とする「緊急対策本部」を設け危
機管理に即応します。

ロ．各部門のリスクについては、部門単位でリスクを把握・分析・評価するだけでなく、リス
ク管理委員会での分析・評価を得たうえで、継続的に管理をしております。

ハ．内部監査室は、「内部監査規程」に基づき定期的に各部門のリスク管理体制を監視し、そ
の結果を代表取締役へ報告しております。取締役会は、定期的にリスク管理体制を見直し、
改善に努めております。

（運用状況）
市場リスク・流動性リスク等に関する全社的な諸問題については、リスク管理委員会でリ
スクの変動及び評価を実施し、その内容については、定期的及び適時に代表取締役に報告し
ております。

（４）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
イ．当社グループは、取締役会を毎月定時に開催し、重要事項の決定並びに取締役の業務執行
状況の監督等を行っております。また、必要に応じて臨時取締役会を開催しております。

ロ．取締役会の機能を強化し経営効率を向上するため、経営会議を定時に開催することとし、
取締役会付議事項の事前審議、業務執行及び進捗状況についての確認、課題への対応を機動
的に行っております。
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ハ．当社は、事業・管理部門を分担し経営を担う４本部制を採用し、本部長は、「組織規
程」・「業務分掌規程」・「職務権限規程」等に基づき付与された権限により、企業の安定
的、継続的発展のため短期並びに中期経営計画策定及び達成のための具体策を立案・推進し
ております。

（運用状況）
①「取締役会規程」に基づき、取締役会において、経営戦略・経営計画等の経営基本方針
について、建設的な議論を重ね、リスク評価を含めて多面的・客観的に審議し、迅速・
果断に意思決定しております。
②経営戦略案件等重要な業務執行の意思決定等については、方向性の段階から論議を重ね
る等、効率的で効果的な管理体制を構築し、取締役会議事録についても正確に記録・作
成し、情報の保存及び管理を適切に行っております。

（５）当社及び子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制
イ．当社は、グループ会社が共通の企業理念のもと、当社と同様に内部統制の実効性を高める
施策を実施するため、グループ会社への指導、管理を行っております。

ロ．当社連結子会社は現在４社で、管理本部及び営業本部が所管すると共に取締役及び監査役
を派遣し、業績等については、定期的に取締役会及び経営会議に報告され経営及び業務の適
正化を確保しております。
ハ．当社グループ会社の業務監査については、監査役及び内部監査室との連携により、定期的
に監査を実施しております。
（運用状況）

①当社グループの子会社は、経営にかかわる重要な事項について、当社と子会社が事前協
議し、子会社の取締役会で承認しております。
②財務報告に係る内部統制については、内部監査室が「内部統制基本方針書」及び「内部
統制評価基本計画書」に基づき、評価対象としている当社グループ各社の内部統制評価
を実施しております。

（６）財務報告の信頼性と適正性を確保するための体制
　当社は、当社グループの財務報告の信頼性と適正性の確保及び金融商品取引法に定められ
ている「内部統制報告書」の有効かつ適切な提出のため、「内部統制基本方針書」（以下
「基本方針書」という。）及び「内部統制評価基本計画書」（以下「基本計画書」とい
う。）を制定しております。内部監査室は、「基本方針書」及び「基本計画書」に基づき、
全社的な内部統制及び各業務プロセスの統制活動の有効性を判断し、適正な評価及び是正措
置を講じ、並びに金融商品取引法及びその他関連法令等との適合性を確保しております。
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（運用状況）
①当社グループ経営にかかわる重要な事項は、当社の取締役会決議その他の承認を受ける
体制を整備しております。
②財務報告に係る内部統制については、内部監査室が「内部統制基本方針書」に基づき、
評価対象としている当社グループ各社の内部統制評価を実施しております。

（７）監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関す
る事項及び当該使用人の、取締役からの独立性に関する事項
　当社は、監査役が求めた場合、監査役の職務を補助する使用人を配置する体制にありま
す。また、設置した使用人についての任命、異動、評価及び懲戒は監査役会の意見を尊重す
ると共に、当該使用人の取締役からの独立性を確保することとしております。

（８）当社及び子会社の取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報
告に関する体制
イ．当社及び子会社の取締役及び使用人は、当社の業務又は業績に与える重要な事項について
監査役に報告しております。職務の執行に関する重要な法令及び定款違反並びに不正行為の
事実に関すること等、当社に著しい損失を及ぼす恐れのある事実を知ったときは、遅延なく
報告するものとしております。また、監査役は必要に応じて当社及び子会社の取締役及び使
用人等に対し報告を求めております。

ロ．監査役は、重要な意思決定のプロセスや業務の執行状況を把握するため、取締役会及び経
営会議等の重要な会議に出席すると共に、重要な議事録及び稟議書類は都度閲覧しておりま
す。
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（運用状況）
監査役は、取締役会及び経営会議等の重要な会議に出席すると共に、重要な議事録及び稟
議書類を都度閲覧しております。

（９）前項の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保
する為の体制
社員等から監査役への通報については、法令等に従い通報内容を秘密として保持すると共
に、当該通報者に対し当該報告をしたことを理由として不利益な取扱いを行うことを禁止し
ております。
（運用状況）

前項の報告をした者の匿名性を保護すること及びその者が不利益な取扱いを受けることを
禁止するための体制を確保することを目的として、内部通報制度の設置・運用に関する規
程を整備し、周知・運用しております。

（１０）当社の監査役の職務の執行について生ずる費用または債務の処理にかかる方針に関する事
項
イ．当社は、監査役がその職務の執行について、当社に対し、会社法第388条に基づく費用の
前払い等を請求したときは、担当部署で必要ないと認められた場合を除き、速やかに当該費
用または債務を処理しております。
ロ．監査役が職務執行に必要であると判断した場合、弁護士、公認会計士等の専門家に意見・
アドバイスを依頼するなど必要な監査費用を認めております。
（運用状況）

当社の監査役の職務執行について生ずる費用の前払又は償還の手続等に関する方針を定め
て、当該方針を適切に運用しております。

（１１）その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
イ．監査役は、取締役及び使用人に対する独立性を保持し、内部監査室と情報を共有し、会計
監査人及び顧問弁護士との情報交換に努め、連携して監査の実効性を確保しております。
ロ．監査役会は、代表取締役と定期的な会議を開催し、意見及び情報交換を行える体制をとっ
ております。
（運用状況）

①監査役は、「取締役会」「コンプライアンス委員会」「リスク管理委員会」等の重要な
会議に出席し、業務執行の意思決定の内容等を確認しております。
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②監査役は、当社グループ各社への往査や、代表取締役、内部監査室及び会計監査人等と
定期的に情報・意見を交換し、監査の実効性・効率性を高めております。

〔反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況〕
１. 反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方
　当社は、企業防衛の観点から、反社会的勢力との関係を遮断することが不可欠であると考
え、社会秩序や企業活動を阻害する恐れのある団体・個人による不当な要求に対し、毅然とし
た態度を貫き排除いたします。また、必要に応じ外部機関との協力体制により、当該勢力を断
固として排除すると共に一切の関係をもたないこととします。

２. 反社会的勢力排除に向けた整備状況
（１）対応統括部署及び不当要求防止責任者の設置状況

　管理本部総務部を対応窓口とし、「コンプライアンス委員会」と連携して対応しておりま
す。

（２）外部専門機関との連携状況
　顧問弁護士及び所轄警察署等の専門機関と連携して対応しております。

（３）反社会的勢力に関する情報の収集及び管理状況
　顧問弁護士を通じて、反社会的勢力に係る情報収集・管理を行っております。また、「コ
ンプライアンス委員会」を中心とした啓蒙・教育活動を展開しております。

⑹ 剰余金の配当等の決定に関する基本方針
当社の利益配分につきましては、中長期戦略を踏まえ、経営基盤の強化及び将来の事業展開に

対応した内部留保の確保並びに株主の皆様への安定した配当の実現を基本としております。
2022年３月期末を基準日とする期末配当につきましては、利益配分の方針、財政状態等を総
合的に勘案し、１株につき23円とする予定であります。内部留保金につきましては、収益力の
一層の向上を図るため、業容拡大及び設備投資等の資金に充当する方針でございます。
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連結計算書類

（2022年３月31日現在）
（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部
科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
売 掛 金
商 品
仕 掛 品
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物 及 び 構 築 物
機 械 装 置 及 び 運 搬 具
工 具 、 器 具 及 び 備 品
土 地
リ ー ス 資 産

無 形 固 定 資 産
そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
長 期 貸 付 金
長 期 前 払 費 用
差 入 保 証 金
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

　

7,229,644
2,990,653

1,545
3,022,184
409,540
26,799
54,352
753,319
△28,751

8,919,805
8,127,702
3,663,106

5,059
381,697
3,429,506
648,331
60,128
60,128

731,974
142,407

7
29,916
179,172
162,164
235,146
△16,841
　

流 動 負 債 3,281,795
支 払 手 形 及 び 買 掛 金 2,258,565
１年内返済予定の長期借入金 133,692
リ ー ス 債 務 106,041
未 払 金 125,075
未 払 法 人 税 等 294,056
賞 与 引 当 金 120,975
資 産 除 去 債 務 28,000
そ の 他 215,389

固 定 負 債 2,529,694
長 期 借 入 金 1,732,321
リ ー ス 債 務 610,978
長 期 未 払 金 97,363
退 職 給 付 に 係 る 負 債 16,107
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 66,870
そ の 他 6,053

負 債 合 計 5,811,490
純 資 産 の 部

株 主 資 本 10,083,073
資 本 金 983,350
資 本 剰 余 金 1,015,270
利 益 剰 余 金 8,812,690
自 己 株 式 △728,236

その他の包括利益累計額 31,227
その他有価証券評価差額金 31,227

非 支 配 株 主 持 分 223,659
純 資 産 合 計 10,337,959

資 産 合 計 16,149,449 負 債 純 資 産 合 計 16,149,449

連 結 貸 借 対 照 表
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（2021年 4 月 1 日から
2022年 3 月31日まで）

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高 19,109,595
売 上 原 価 12,788,082

売 上 総 利 益 6,321,513
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 4,784,287

営 業 利 益 1,537,225
営 業 外 収 益

受 取 利 息 276
受 取 配 当 金 5,812
受 取 賃 貸 料 44,645
受 取 保 険 料 5,589
助 成 金 収 入 69,111
そ の 他 9,561 134,997

営 業 外 費 用
支 払 利 息 及 び 割 引 料 9,027
賃 貸 収 入 原 価 50,749
そ の 他 6,827 66,604
経 常 利 益 1,605,618

特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 11,429 11,429

特 別 損 失
固 定 資 売 却 損 10,960
固 定 資 産 除 却 損 906
減 損 損 失 28,552
本 社 移 転 費 用 74,486 114,905

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 1,502,142
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 451,902
法 人 税 等 調 整 額 3,699 455,601
当 期 純 利 益 1,046,541
非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 3,659
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 1,042,882

連 結 損 益 計 算 書
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（2021年 4 月 1 日から
2022年 3 月31日まで）

（単位：千円）
株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株 主 資 本 合 計

2021年 4 月 1 日　期首残高 983,350 1,015,270 7,848,543 △633,207 9,213,955

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △78,735 △78,735
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益 1,042,882 1,042,882

自 己 株 式 の 取 得 △95,028 △95,028
株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計 － － 964,146 △95,028 869,117

2022年 3 月31日　期末残高 983,350 1,015,270 8,812,690 △728,236 10,083,073

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
非支配株主持分 純 資 産 合 計そ の 他 有 価 証

券 評 価 差 額 金
その他の包括利益
累 計 額 合 計

2021年 4 月 1 日　期首残高 58,429 58,429 － 9,272,384

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △78,735
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益 1,042,882

自 己 株 式 の 取 得 △95,028
株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額) △27,201 △27,201 223,659 196,457

連結会計年度中の変動額合計 △27,201 △27,201 223,659 1,065,575

2022年 3 月31日　期末残高 31,227 31,227 223,659 10,337,959

連結株主資本等変動計算書
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計算書類

（2022年３月31日現在）
（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部
科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
売 掛 金
商 品
仕 掛 品
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
前 払 費 用
そ の 他
貸 倒 引 当 金
固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物
構 築 物
機 械 装 置
車 両 運 搬 具
工 具 、 器 具 及 び 備 品
土 地
リ ー ス 資 産

無 形 固 定 資 産
電 話 加 入 権
ソ フ ト ウ ェ ア
借 地 権
そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
出 資 金
従 業 員 長 期 貸 付 金
破 産 更 生 債 権 等
長 期 前 払 費 用
繰 延 税 金 資 産
差 入 保 証 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金　

6,044,277
2,018,571

1,314
2,808,672
357,318
17,326
49,005
42,302
778,549
△28,783
8,396,045
7,280,932
3,519,283
82,161

0
442

292,819
3,308,782
77,442
51,364
11,720
33,678
3,650
2,315

1,063,749
137,636
368,260

10
7

600
31,153
146,264
165,947
225,311
△11,441　

流 動 負 債 2,638,431
買 掛 金 1,746,091
１年内返済予定の長期借入金 133,692
リ ー ス 債 務 19,143
未 払 金 155,329
未 払 法 人 税 等 267,267
未 払 費 用 102,416
賞 与 引 当 金 114,347
資 産 除 去 債 務 28,000
そ の 他 72,144
固 定 負 債 1,962,868
長 期 借 入 金 1,732,321
リ ー ス 債 務 69,277
長 期 未 払 金 96,351
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 62,415
そ の 他 2,503
負 債 合 計 4,601,300

純 資 産 の 部
株 主 資 本 9,805,980
資 本 金 983,350
資 本 剰 余 金 1,015,270
資 本 準 備 金 1,015,270

利 益 剰 余 金 8,536,905
利 益 準 備 金 74,200
そ の 他 利 益 剰 余 金 8,462,705
別 途 積 立 金 1,690,000
固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 13,947
繰 越 利 益 剰 余 金 6,758,757

自 己 株 式 △729,544
評 価 ・ 換 算 差 額 等 33,042
その他有価証券評価差額金 33,042
純 資 産 合 計 9,839,022

資 産 合 計 14,440,322 負 債 純 資 産 合 計 14,440,322

貸　借　対　照　表
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（2021年 4 月 1 日から
2022年 3 月31日まで）

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高 17,737,144
売 上 原 価 11,665,390
売 上 総 利 益 6,071,753

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 4,608,683
営 業 利 益 1,463,070

営 業 外 収 益
受 取 利 息 167
受 取 配 当 金 38,033
受 取 賃 貸 料 41,623
受 取 保 険 料 5,589
助 成 金 収 入 69,111
そ の 他 10,649 165,174

営 業 外 費 用
支 払 利 息 8,677
賃 貸 収 入 原 価 46,272
そ の 他 5,364 60,313
経 常 利 益 1,567,931

特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 9 9

特 別 損 失
固 定 資 産 売 却 損 10,960
固 定 資 産 除 却 損 780
本 社 移 転 費 用 74,896
減 損 損 失 28,552 115,190
税 引 前 当 期 純 利 益 1,452,750
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 419,608
法 人 税 等 調 整 額 8,974 428,582
当 期 純 利 益 1,024,167

損　益　計　算　書
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（2021年 4 月 1 日から
2022年 3 月31日まで）

（単位：千円）
株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式 株主資本
合 計資本準備金 資本剰余金

合 計 利益準備金
そ の 他 利 益 剰 余 金

利益剰余金
合 計別 途

積 立 金
固定資産
圧 縮
積 立 金

繰越利益
剰 余 金

2021年 4 月 1 日　期首残高 983,350 1,015,270 1,015,270 74,200 1,690,000 － 5,827,273 7,591,473 △634,515 8,955,577

事業年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △78,735 △78,735 △78,735

当 期 純 利 益 1,024,167 1,024,167 1,024,167
固定資産圧縮積立金
の 積 立 13,947 △13,947 － －

自 己 株 式 の 取 得 △95,028 △95,028
株 主 資 本 以 外 の
項目の事業年度中の
変 動 額 ( 純 額 )

事 業 年 度 中 の 変 動 額 合 計 － － － － － 13,947 931,484 945,432 △95,028 850,403

2022年 3 月31日　期末残高 983,350 1,015,270 1,015,270 74,200 1,690,000 13,947 6,758,757 8,536,905 △729,544 9,805,980

評 価 ・ 換 算 差 額 等
純 資 産 合 計そ の 他 有 価 証

券 評 価 差 額 金
評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

2021年 4 月 1 日　期首残高 58,654 58,654 9,014,231

事業年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △78,735

当 期 純 利 益 1,024,167
固定資産圧縮積立金
の 積 立 －

自 己 株 式 の 取 得 △95,028
株 主 資 本 以 外 の
項目の事業年度中の
変 動 額 ( 純 額 )

△25,611 △25,611 △25,611

事 業 年 度 中 の 変 動 額 合 計 △25,611 △25,611 824,791

2022年 3 月31日　期末残高 33,042 33,042 9,839,022

株主資本等変動計算書
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監査報告

独立監査人の監査報告書
2022年５月24日

札幌臨床検査センター株式会社
取締役会　御中

清 明 監 査 法 人
北海道札幌市
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 岩 間 　 昭
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 島 貫 幸 治

　
監査意見
当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、札幌臨床検査センター株式会社の

2021年４月１日から2022年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸
借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計

の基準に準拠して、札幌臨床検査センター株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結
計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているもの
と認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ

た。監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に
記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結
子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査
法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内

容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告
プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

連結計算書類に係る会計監査報告
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当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、
当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程に
おいて、その他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要
な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重
要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合
には、その事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結
計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の
ない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運
用することが含まれる。
連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成す
ることが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任が
ある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行
を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤
謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立
の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により
発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与え
ると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通
じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リス
クに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。
さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない
が、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、
監査に関連する内部統制を検討する。
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・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計
上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、
入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に
関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確
実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起するこ
と、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類
に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日ま
でに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存
続できなくなる可能性がある。
・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計
の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構
成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうか
を評価する。
・　連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分
かつ適切な監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施
に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過

程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められ
ているその他の事項について報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する
規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻
害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行
う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記
載すべき利害関係はない。

以　上
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独立監査人の監査報告書
2022年５月24日

札幌臨床検査センター株式会社
取締役会　御中

清 明 監 査 法 人
北海道札幌市
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 岩 間 　 昭
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 島 貫 幸 治

　
監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、札幌臨床検査センター株式会社

の2021年４月１日から2022年３月31日までの第58期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対
照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書
類等」という。）について監査を行った。
当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において
適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ

た。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記
載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立し
ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明
の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内
容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告
プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

計算書類に係る会計監査報告
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当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当
監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程にお
いて、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相
違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な
誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合
には、その事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算
書類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す
ることが含まれる。
計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成するこ
とが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任があ
る。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行
を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬
による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の
立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生
する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合
理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通
じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リス
クに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。
さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない
が、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、
監査に関連する内部統制を検討する。
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・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計
上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入
手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関
して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実
性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又
は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除
外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手し
た監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなく
なる可能性がある。
・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及
び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価
する。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過
程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められ
ているその他の事項について報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する
規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻
害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行
う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関

係はない。

以　上

－ 34 －



監　査　報　告　書
　当監査役会は、2021年４月１日から2022年３月31日までの第58期事業年度の取締役の職務
の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、
以下のとおり報告いたします。

１. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
⑴　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果に
ついて報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を
受け、必要に応じて説明を求めました。
⑵　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に
従い、取締役、内部監査室その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境
の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。
　①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況につい

て報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事
業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社
の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の
報告を受けました。

　②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保する
ための体制その他株式会社の業務並びに株式会社及びその子会社から成る企業集団の業
務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に
定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制
（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況につい
て報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

　③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証す
るとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説
明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するた
めの体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」
（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に
応じて説明を求めました。

監査役会の監査報告
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　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対
照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計
算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）につ
いて検討いたしました。

２. 監査の結果
⑴ 事業報告等の監査結果
①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示している
ものと認めます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は
認められません。

③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内
部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘す
べき事項は認められません。

⑵ 計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人清明監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。
⑶ 連結計算書類の監査結果
　会計監査人清明監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2022年５月27日
札幌臨床検査センター株式会社　監査役会

常 勤 監 査 役 宮 森 利 康 　㊞
社 外 監 査 役 金 木 義 昭 　㊞
社 外 監 査 役 平 田 　 治 　㊞

（注）監査役　宮森利康氏、金木義昭氏、平田治氏は、会社法第２条第16号及び第335条第３
項に定める社外監査役であります。

以　上
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株主総会参考書類

議案及び参考事項
第１号議案 剰余金処分の件
　剰余金処分につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。

期末配当に関する事項
　当社は、株主の皆様への安定した配当の実現を基本とし、中長期戦略を踏まえ、経営基盤
の強化に向けた内部留保金を確保し、配当をしてまいりました。
　当期の配当につきましては、売上高、利益共に前期を上回る結果となり、中長期的な事業
展開による投資等を総合的に勘案し、１株につき23円とさせていただきたいと存じます。
① 配当財産の種類
　金銭
② 配当財産の割当てに関する事項及びその総額
　当社普通株式１株につき金23円
　総額　77,125,394円
③ 剰余金の配当が効力を生じる日
　2022年６月30日
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現 行 定 款 変 更 案
（株主総会参考書類等のインターネット開示とみ
なし提供）
第15条当会社は、株主総会の招集に際し、株主総

会参考書類、事業報告、計算書類および連
結計算書類に記載または表示をすべき事項
に係る情報を、法務省令に定めるところに
従いインターネットを利用する方法で開示
することにより、株主に対して提供したも
のとみなすことができる。

（削　　除）

第２号議案 定款一部変更の件
１．提案の理由
　「会社法の一部を改正する法律」（令和元年法律第70号）附則第１条ただし書きに規定する改
正規定が2022年９月１日に施行されることに伴い、株主総会資料の電子提供制度が導入される
こととなりますので、次のとおり定款を変更するものであります。
(1) 株主総会参考書類等の内容である情報について電子提供措置をとる旨を定款に定めることが
義務付けられることから、変更案第15条（電子提供措置等）第１項を新設するものでありま
す。

(2) 株主総会参考書類等の内容である情報について電子提供措置をとる事項のうち、書面交付を
請求した株主に交付する書面に記載する事項の範囲を法務省令で定める範囲に限定すること
ができるようにするため、変更案第15条（電子提供措置等）第２項を新設するものでありま
す。

(3) 株主総会資料の電子提供制度が導入されますと、現行定款第15条（株主総会参考書類等のイ
ンターネット開示とみなし提供）の規定は不要となるため、これを削除するものでありま
す。

(4) 上記の新設及び削除される規定の効力に関する附則を設けるものであります。なお、本附則
は期日経過後に削除するものといたします。

２. 変更の内容
　変更の内容は、次のとおりであります。

（下線部分は変更箇所を示しております。）
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現 行 定 款 変 更 案
（電子提供措置等）

（新　　設） 第15条当会社は、株主総会の招集に際し、株主総
会参考書類等の内容である情報について、
電子提供措置をとるものとする。

２ 当会社は、電子提供措置をとる事項のうち
法務省令で定めるものの全部または一部に
ついて、議決権の基準日までに書面交付請
求をした株主に対して交付する書面に記載
しないことができる。

（附則）
（新　　設） １．変更前定款第15条（株主総会参考書類等のイ

ンターネット開示とみなし提供）の削除およ
び変更後定款第15条（電子提供措置等）の新
設は、2022年９月１日から効力を生ずるも
のとする。

２．前項の規定にかかわらず、2022年９月１日か
ら６か月以内の日を株主総会の日とする株主
総会については、変更前定款第15条（株主総
会参考書類等のインターネット開示とみなし
提供）は、なお効力を有する。

３ 本附則は、2022年９月１日から６か月を経過
した日または前項の株主総会の日から３か月
を経過した日のいずれか遅い日後にこれを削
除する。
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候補者番号 氏　名 現在の地位 属　性

1 だ

伊
て

達
 

　
ちゅう

忠
い ち

一 代表取締役会長 再 任
　

2 だ

伊
て

達
 

　
た だ

忠
ま さ

應 取締役副社長 再 任
　

3 く わ

桑
は ら

原
 

　
 

　
おさむ

理 取締役 再 任
　

4 しょう

庄
じ

司
 

　
よ し

吉
ひ と

人 取締役 再 任
　

5 な が

長
の

野
 

　
ひ で

英
お

夫 取締役 再 任 　

6 だ

伊
て

達
 

　
ゆ う

祐
こ

子 取締役 再 任
　

7 お

越
ち

智
 

　
た か

隆
お

雄 社外取締役 再 任 社 外
　

8 あ ら

荒
い

井　　
さとる

覚 取締役 新 任
　

再 任
　
再任取締役候補者 新 任 新任取締役候補者 社 外

　
社外取締役候補者

第3号議案 取締役８名選任の件
取締役全員（８名）は、本総会終結の時をもって任期満了となります。つきましては、あらた

めて取締役８名の選任をお願いするものであります。
取締役候補者は、次のとおりであります。
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候補者
番　号

ふり

氏
 

　
 

　
 

　
 

　
 

　
 

　
 

　
がな

名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 ､ 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
( 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当社
株 式 の 数

１

だ

伊
 

 
 

 
て

達
 

 
 

 
ちゅう

忠
 

 
 

 
いち

一
(1939年１月20日生)

〔再任〕

    1965年    9 月 当社代表取締役社長
    2001年    6 月 当社代表取締役会長
    2004年    10月 国土交通大臣政務官就任に伴い取締役辞任
    2005年    11月 当社相談役
    2006年    6 月 当社代表取締役会長
    2012年    12月 内閣府副大臣就任に伴い取締役辞任
    2014年    6 月 当社代表取締役会長（現任）

126,420株

選任理由
　伊達忠一氏は、1965年９月に当社代表取締役社長に就任以来、当社の発展に取り組んでまいりま
した。また、2006年６月に代表取締役会長に就任し、取締役会の運営に注力しております。経営者
として豊富な経験・実績・見識を有しており、当社の経営の推進とコーポレートガバナンスの強化に
適任であると判断し、引き続き取締役候補者としております。

２

だ

伊
 

 
 

 
て

達
 

 
 

 
ただ

忠
 

 
 

 
まさ

應
(1972年７月24日生)

〔再任〕

    1998年    4 月 株式会社三菱化学ビーシーエル入社
（現株式会社ＬＳＩメディエンス）

    2000年    12月 同社退社
    2001年    6 月 当社取締役
    2004年    6 月 当社常務取締役
    2005年    11月 当社取締役
    2006年    6 月 当社常務取締役
    2008年    6 月 当社取締役副社長
    2014年    4 月 当社取締役副社長管理本部長
    2016年    4 月 当社取締役副社長営業本部長
    2017年    5 月 当社取締役副社長
    2020年    4 月 当社取締役副社長医薬事業本部長

2021年10月　当社取締役副社長（現任）

62,400株

選任理由
　伊達忠應氏は、2001年６月に当社取締役に就任以来、当社の発展に取り組み、当社の属する事業
分野や提供するサービスに精通していることから、当社の経営の重要事項の決定及び業務執行の監督
を行うのに適任であると判断し、引き続き取締役候補者としております。
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候補者
番　号

ふり

氏
 

　
 

　
 

　
 

　
 

　
 

　
 

　
がな

名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 ､ 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
( 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当社
株 式 の 数

３

くわ

桑
 

 
 

 
はら

原
 

 
 

 
 

　
 

 
 

 
おさむ

理
(1959年９月14日生)

〔再任〕

    1982年    4 月 当社入社
    1997年    4 月 当社検査部課長
    2004年    8 月 当社検査本部検査部副部長
    2010年    4 月 当社検査本部検査部長
    2011年    6 月 当社検査本部長
    2012年    4 月 当社執行役員検査本部長兼検査業務部長
    2014年    6 月 当社取締役検査本部長兼検査業務部長
    2017年    6 月 当社取締役検査本部長兼検査部長

2022年 3 月　当社取締役検査本部長（現任）

4,000株

選任理由
　桑原理氏は、1982年４月に当社へ入社以来、当社の検査本部の発展に取り組み、検査事業分野で
の業務に精通しており、当社の経営の重要事項の決定及び業務執行の監督を行うのに適任であると判
断し、引き続き取締役候補者としております。

４

しょう

庄
 

 
 

 
じ

司
 

 
 

 
よし

吉
 

 
 

 
ひと

人
(1964年７月31日生)

〔再任〕

    1987年    8 月 当社入社
    2009年    4 月 当社営業部副部長
    2013年    8 月 当社事業推進部長
    2015年    4 月 当社執行役員営業本部副本部長
    2017年    5 月 当社執行役員営業本部長兼事業推進部長
    2017年    6 月 当社取締役営業本部長兼事業推進部長
    2019年    9 月 当社取締役営業本部長兼営業部長
    2021年    4 月 当社取締役営業本部長（現任）

300株

選任理由
　庄司吉人氏は1987年８月に当社へ入社以来、長年にわたって営業業務に携わられてきた豊富な経
験と幅広い知識から、営業活動において適切な助言を得られると判断し、引き続き選任をお願いする
ものであります。

5

なが

長
 

 
 

 
の

野
 

 
 

 
ひで

英
 

 
 

 
お

夫
(1963年５月11日生)

〔再任〕

    1985年    4 月 当社入社
    2003年    4 月 当社営業本部道北支店長
    2015年    4 月 当社執行役員営業本部道北支店長
    2020年    6 月 当社取締役営業本部道北支店長（現任）

2,100株

選任理由
　長野英夫氏を取締役候補者とした理由は、営業業務に携わられてきた豊富な経験と幅広い知識か
ら、営業活動において適切な助言を得られると判断し、引き続き選任をお願いするものであります。
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候補者
番　号

ふり

氏
 

　
 

　
 

　
 

　
 

　
 

　
 

　
がな

名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 ､ 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
( 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当社
株 式 の 数

6

だ

伊
 

 
 

 
て

達
 

 
 

 
ゆう

祐
 

 
 

 
こ

子
(1945年９月28日生)

〔再任〕

    1975年    2 月 滝川臨床検査センター株式会社入社
    1976年    12月 芦別臨床検査センター株式会社入社
    1993年    10月 当社入社
    2016年    6 月 当社取締役（現任）

2,200株

選任理由
　伊達祐子氏は1993年10月に当社へ入社以来、当社の検査本部の発展に取り組み、検査事業分野で
の業務に精通しており、当社の経営の重要事項の決定及び業務執行の監督を行うのに適任であると判
断し、引き続き取締役候補者としております。

7

お

越
 

 
 

 
ち

智
 

 
 

 
たか

隆
 

 
 

 
お

雄
(1955年７月３日生)

〔社外取締役〕
〔再任〕

    1975年    4 月 当社入社（営業本部　第一営業部）
    2003年    7 月 同社退社
    2003年    10月 参議院議員事務所入所
    2020年    7 月 同所退所

2021年 6 月　当社社外取締役（現任）

0株

選任理由
　越智隆雄氏を社外取締役候補者とした理由は、新規顧客の開拓時期に長年にわたって当社の営業業
務に携わられてきた豊富な経験と幅広い知識から、適切な助言をいただきたいためであります。同氏
は、会社の経営に関与した経験はありませんが、長年にわたって参議院議員事務所業務に携わられ、
幅広い人脈と豊富な経験を有しておられることから、社外取締役としての職務を適切に遂行いただけ
るものと判断し、引き続き取締役候補者としております。

８

あら

荒
 

　
い

井　　
さとる

覚
（1958年１月23日生）

〔新任〕

1980年３月　北海道大学法学部卒業
1980年４月　株式会社北洋相互銀行（現　北洋銀行）入行
2000年６月　同　経営管理部広報課長
2004年４月　同　リスク管理室長
2011年６月　同　取締役経営管理部長
2012年10月　同　取締役リスク統括部長
2013年６月　同　常務取締役
2016年６月　北洋システム開発株式会社　取締役社長
2021年６月　同　顧問

0株

選任理由及び期待される役割の概要
　荒井覚氏を取締役候補者とした理由は、北洋銀行の経営管理・リスク管理に長年にわたって携わら
れ、その後北洋システム開発株式会社の代表取締役を務められ、豊富な経験と専門知識を有しておら
れることから、当社の経営の重要事項の決定及び業務執行の監督を行うのに適任であると判断し、新
たに選任をお願いするものであります。

（注）１. 越智隆雄氏と当社との間には、特別の利害関係はありません。なお、過去当社の業務執行者であった
ことがあります。

２. 越智隆雄氏は、社外取締役候補者であります。
以上
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氏　　　名 略　　　　　　歴

桶 谷　 　満 2019年６月　当社代表取締役社長（現任）

第4号議案 退任取締役に対し退職慰労金贈呈の件
本株主総会終結の時をもって、任期満了により取締役を退任されます桶谷満氏に対し、在任中

の功労に報いるため、当社の定める一定の基準に従い相当額の範囲内において退職慰労金を贈呈
することといたしたく存じます。

なお、その具体的な金額、贈呈の時期、方法等は取締会の協議にご一任願いたいと存じます。
退任取締役の略歴は、次のとおりであります。

以上
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株主総会会場ご案内図
会場：札幌市中央区北１条西11丁目１

ロイトン札幌　２階「リージェントホール」
TEL：011－613－3210（札幌臨床検査センター株式会社総務部内）

JRA
札幌
競馬場 市立札幌病院

JR本社
JR桑園駅

北海道大学

北5条

北3条

北1条

大1通

南1条

北海道開発局
近代美術館

札幌管区
気象台 北海道

知事公館

札幌医大

大通公園

時計台

道庁

テレビ塔

西18丁目駅 西11丁目駅 大通駅

札幌駅

JR札幌駅

北大
植物園

ロイトン札幌

ドラールビル

●地下鉄東西線西11丁目駅より徒歩３分


